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南 北 問 題 の 進 展 と ア ジ ア の 地 域 主 義

山 本  登

1. 南北問題の進展と地域協力への志向

. . - 」■ : . . . . . - 
周知のごとく，「第 1 次国連開発の1 0年」が期待以上の成果女収めて終了した実績を踏まえて， 

1的0年代は「第 2 次国連開発の10年J と宣言され，発展途上諸国の開発促進のための国際開発戦略 

が採択された。（1970年10月，国速25周年記念総会)
いまその開発目標について，詳述する必要を認めないが，それは，この10年間に，発展途上国全 

体のG N P の年平均成長率を最低6〜6. 5% に高め，. また 1 人当りG N P の年平均成長率を約3. 5%  
に引上げることを，骨子としている。もちろん，そのためには，発展途上諸国の農業生產や工業生 

産を増強し，また輸出 ‘ 入力を上昇させ，且つ人口増加率を抑制するなどの諸方策が併せて推進さ, 
れなくてはならない。

ことに「第 1 次国連開発の10年」における，世界の発展途上諸国の平均G N P 成長率は,目標の 

5 % を越え，一応，満足すべきものであったとはいえ，他方において，発展途上国内部，発展途上 

国相互間，発展途上国と先進国との間において，開発の進渉に伴い「開発のジレンマ」 ともいぅべ 

き新たな経済社会問題の発生したことが指摘されて '
「1971年経済協力白書」が，かかる「開発のジレンマ」として掲げる諸問題は， 次のごと身もの 

である。 '
そp 第 1 は，人間開発の遅れであり，そこでは発展途上諸国における(イ)失業問題の激化，（ロ)教育 

の質の低下，H 栄養不良の問題などが举げられる。その第2 は，鎂発箱展途上国問題の顕在化であ 

り，いわゆる南の中の南北問題の台頭が指摘される。そして第3 は，発;M途上諸国の債務の累積で 

あり，これについては，発展途上国自身が適切な偾務管理等を実施し,また先進国が相手国の辦情 

に応じて弾力的な援助を供与するのす、なけれは’，援助の:i ：的拡大に基づく債務累積は， 典型的な 

「開発のジレンマj となるであろうとみている。.
注（1 ) m r n m m 「経济協力の现状と問題点j (1971)22〜31見

— 1 ⑶ 5)
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南北間題の進展とアジアの地域主義

さらに第2 回U N C T A p における共同宣言（U N C T A D 決議) においても，貴易拡大，経済協力， 

とくに関税および非関税障壁の相互撤廃による地域，小地域グルーピングは，経済成長を促進する 

ための有効な方法であるとさm  • ,
ただし発展途上諸国側の立場からは，一般的にみて，その相互間の経済統合の実現には先進諸国 

と比較して，多くの困難な点のあることが指摘され，次のような問題点があげられた。，やや羅列的 

ではあるが，それらを列記してみると， .
• * ■

(りインフラストラクチャーが欠如していること（海運等の輸送手段が未発達であること）と，これ 

に伴う域内運賃コストが高いこと。

⑵財政収入上の必要，幼稚産業保護の必要上から，産業保護的であること。

⑶外貨準備が不足あるいは不安定なため,自由化措置をとることが困難なこと（多角的清算取極 

めその他支払取極めが必要)。

⑷逆特恵制度が存在していること。

( 5 ) 域内国の経済発展段階が異っていること。： ；

( 6 ) 域内の後発発展途上国への特別な措置が必要であること。 .
⑵域内産業の多様化が進んでいないため に 域内質易が困難であ る こ と , 等で笔^。 、

ここに挙げた問題点だけからみても，発展途上国相互間の経済協力の促進，ひいでは経済統合の 

具体化が，経済的に決して容易な課題でないことが理解できよう。まして歴史的.文化的条件に加 

免て，政治的条件の異同を加味して考慮すると, 困難性のいっそうの増大が想定される。

しかしここでは，発展途上諸国侧において漸進的にもせよ，この方向へのg丨覚と努力が進められ 

ていることに注目したい。第 2 回U N C  T A  D においても，発展途上諸国は，ごの自標への前進の 

ために，先進諸国に対して援助を要請し，その結果，第 2 回U N C T A D の共同宣言において，先 

進諸国側は，発展途上諸国間の貿易拡大，経済統合のための努力に対し，財政および技術援助の商 

で支援する用意のあることを表明した。

その後，この共同宣言にS づき第8 回T D B  (質易開発理ijf会）において，発展途上国間の質易拡 

大，経済統合に関し，さらに作業を続けることが決議され，また，共同宣言の実施促進のための方 , 
法を検討するために，政府間会合を開くことが決められた。

そして1970年11月の先進国を含む66か国33国際機関の参加による政府間‘ 合で，大別して，⑴貿 

易政策，⑵援助のアンタイド化，⑶金融および支払而等について，海!々の問題点についての検討と 

協議が進められ，次の合意に到達したとい6 れU すなわち

⑴質易政策に阅しては，

注（3 ) 外務省情報文化局発途上国|!臢樹狀，経済協力及び經济統合」（国際問題資料86) 3見
( 4 ) 外務翁，前掲資料，3 〜4 K。 '
( 5 ) 外務劣，前揭資料，6 〜7見
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南此問願の進展とアジアの地域圭萎_

これらの問題点の外にも，発展途上諸国が当面する数多くの問題があることを考えると，前記の 

開発丨::丨標の達成について，必ずしも前途を楽観することは5午されない。 .
しかし60年代には’ すでに2 回の国連質恳開発会鱗（U N C T A D ) がも‘たた，南北問題の解決か，

世界的な課題としてとり上げられている以上，世 界 の 先 進 諸 が 発 展 調 W と^ 力 :
り，とくに前述の「開発のジレンマ」の克服を通じて，世界的な靡から，この誠の解我か追永

発展途上諸国側は，四月中知からチリのサンチ了ゴで開かれた第3 回 蒲 CTAD ^ 備ん: し :秋  

ペル- のリマで会議を開き，「リマ憲章」を採択して， その態度を固めている。 このリマ憲卓は*
ノ广の基調として，南北間の経済格差が具体的にはいっそう拡大しつつもることを認め，し か も 曲  

において，先 細 側 の 離 開 麵 力 へ の 雛 の 顏 が 示 さ れ て い る こ と を 細 と し ，また低面け  

いて，国際通貨危機の調整を中心に> 国際!^済体制の巧更か，発展途上諸国の立場を無視してねわ

れていることに対し，強い不満を表明している。 — ，ゝ .
したがって4 月のサンチァゴでめ会議では，具体的には，国際通貨_ への発言，U N C T A D

の機構強化の主張と並んで，先進国側の新保護主義や地域主義への反撥，そして既述の後発発展途

上国に対する特別措置の要求などが，強く提起されるものと考えられる。 .

もっとも，すでに前 2 回のU N C T A D を通じ，発展途上諸国侧としても，常に一方的に先進諸 

国に対して，援助や譲歩の要求を提出するばかりではなく，他方において，自助努力の必要を認識 

し，かつ相雜力の織を麵してきていることは事実である。

例えば前者については，第 2 回U N C T A D の前に発展途上諸麵の会議としてもたれたァルノ 

会謙で採択されたァルジェ憲章において，発展途上諸国の開発の第一義的貴任は，発展途上諸国 

自身にあることが強調され，それは「第 2 次国速開発10年のための国際開発戦略J においても再確 

.認された。そして具体的な丨《 努ガとしては，「投資のために最大限の資务を投入するようその経常 

公 U.支出の増加を常に吟味し，公企業の能率の向上を図り，個人貯畜を推進するようすへての努力 

ニ払 : 等 = 健全な財政金融政策を遂行することがまずあげられようし，そのためには，的確な 

開発計画の策定と実施，法制 • 撤機構等の制度面の改善等が必要とされよう。また発展ぽ国相 

互の地域協力，経済統合の動きも，国境の広かりをこえた自助努力の1 つとしてM されよう。

後潘に関しては，第 1 回U N C T A D において，発腐途上国間の質易拡大，経済統合か，工業化 

と特化促進ロる麵利用の効率化 , 自由化にょる域内鮮を通ずる先進国市場卞の競争力の育成• 
対 先 細 バ - ゲエング • ポジシ3 ンの改善等を通じ* 歸発展に颜でもることが認められて如り， 

「域内 . 外の贸揚を拡大し， 経済成長および産業の多用化を坪迪する手段のつとして’発展途上 

国間の経済統合，経済協力を促進すべきである」との決識が採択された。 . 、

注（2 ) 前揭诲。

— 2 (286)
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南-JHU1願の谁展とアジアの地域主義

(a) 地域グループ内の特恵関税および非関税障壁引下げは，発展途上国経済成長のための有効 

な方法である。

( b ) 統合スキームの採用の決定は，発展途上国自身の問題である。

( c ) 小地域グルーピングは，発展途上国の種々の状況に対処する有効な方法である。

• ⑷貿易自由化への拘束的なコミットメントは，投資決定を促すために必要。

( e \ 発展途上国間の経済グルーピングは，世界市場全体での生産を刺激する。

( 2 ) 財政および技術援助に関しては，

( a ) 援助のアンタイド化は，質易拡大 • 経済協力を促す。

( b ) .発展途上国による多角的支払取極めは，自由化措匱より生ずる国際収支困難を減少させるみ

( c ) 適切な多角的支払取極めその他金融協力は国際的に支持しうる。

その内容が，より具体化したというよりは，この合意に盛ら^^た問題解決への態度ないしは志向

の前進を高く評価することができよう。 ， -'
ことにすでに触れた昨年秋のリマ会議で，発展途上諸国が，その相互間の貿易拡大，経済協力に

関し，具体的な行動提案として提出したものは，次の内容を含むといわれ‘。

⑴相互のコミットメントに努力すること。

⑵ 具 体 的 スキームが作成された場合には，U N C T A D 事務局長は，先進国を含めた聆府間グ 

ルーブ を 開 催 し 同スキームに対するバイまたはマルテ.ィの援助の可能性を検討する（以下略)。

(3) 生産および市場拡大のため相互に協力すること。そのために質易自由化スキーム，運輸通信 

インフラストラクチャ一の建設を実施すること◊さら丨こ

( a ) 政府，半政府機関同士で相互売買の協約を結ぶこと。

( b ) 域内業者を優先すること。 ..
( c ) 域内質易促進および清算のた.めのプログラムを作成すること。

( 4 ) 域外第3 国 （とくに先進国) でのジョイント • マ一ケティンダのために協力すること。

( 5 ) 後発発展途上国のために域内_ は特別措置をとること。

( 6 ) ジョイ.ント • ベースでの観光開発を行なうこと。

これと並んで，もちろん先進諸国や国際機関に対する要請も提出されているわけであるが，さき 

にも触れたごとく，この問題の—道耍性についての発展途上諸国自身の認識が，次第に具体的に強め 

られてきていることを理解できる。

掏北問題は，たしかに南北間の経済発肢袼差の是正を菡本的な課題としながらも，ことに最近に 

おける国際通貨体制の動揺，中国の国速加入の臾现，米中接近工作の波紋さらには先進国側におけ 

る新保護主義ゃ地域主義の前進等々をめぐって流動する国際政治• 経済環境の下にあつて，発展途

' 南北問題の進展とアジアの地城ホ榦

上諸囯も有効な対応策を講、じていかなくてはならない。

その場合，ことに弱小な発展途上諸国にとっては，何よりも自助努力の推進を根底としながら >  

その基盤の上に相■ 力の騰を強化していくことが肝要である。発展途上黼間の地域経済協力 

の具体化と充実が弹く耍望される所以である。

- ■ . . . .
2. E C A F E における地域経済協力の進展

上述の国速における：; の方向に即しての活動の進展を背景として，1960年代において，発展途上 

諸国相互の間で，いくつかの地域経済協力•統合への前進が示されたことは，明白である。

地域経済協力•統合の方式や強度については，かなりの皋違が見出される。たとえばすでに経済 

H 盟の段階にまで到達したものとしては，中米共同市場C A C M  (1%2年）があり，共同市場とし•て 

は，東アフリ力共同市場（1%1年)，関税同盟には西アフリ力関税同盟（巧59年）があり，自由貿易地 

域としては中南米自由贸易地域L A F T A  (19S1年）が有名である。

しのうちC A C M は，1970年 9 月の加盟5 か国経済閣僚会_ で，経済統合への促進を決め，目下 

地域内の工業政策， 農業政策 >  関税等について， 重点的な検討を進めており，L A F  T A も，各種 

の工業相互補完協定の締結にまで進んできている。.
その外，多くの地域グループは，経済統合の実現を長期的な目標としながら，関税の引下げない 

し撤廃，域内清算同盟の設立，対外共通関^ |の設定，投資計画の調整等，種々な局面に当面の重点 

をおいて努力している現状である。たとえばアラブ共同市場A  C M は，域内関税の撤廃から，アラ 

フ清鼻同盟の設立について合意に達し，またアンデス• グループ（Andean Group) やセネガル流域機 

構O E R S は*対外共通関税の課定について検討を進めている。

.この点について，他の地域よりも立遅れているアジア地域においても， イ ラ ' ノ パ キ ス タ ン ト 

ルコ 3 国の地域協力開発機構R C D (I964年) ， 最近急速に進展を示してきた東南アジア諸国連合 

A S E A N  (1%7年）の活動のほかは，主としてE C A F E を主体として，1960年代に入ってから種 

々の地域経済協力の促進策か講じられてきている。ことにI963年の第 j 回.アジア経済協力關僚会議 

の開俾以来(その梭部年，68年および70 年に開催)，地域協力プロジェクトの推進を積極的に試み，こ 

の会議を中心に総合的地域協力戦略と，. そのための一速の具体的措置をと.ることを決めた.それに■ 
匙づき，E C A F E 承務局内に設けられた特別作業班(task f o r c e ) と，各国内に設けられたハィ • レ 

ヴェルの専門部局（national unit) とが共同して作燊プ口グラムに取り組んャいる。

これには，域内質易拡大則■画 , 地域的金融協力をはじめとして，各_ 開発計_ の調盤，工業分姬 

め地域的および小地域ベースでの協力，海上運賃，港湾，® 気通信といった分野の驻礎的サーヴ心.
注（6 ) 捕 r m m 「経济と外交j (靡 年 i n 兮 )佩

(注7).の改善などを対象として取り上げている。

4 (288) 5 (289)
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南北間顆の進展とアジアの地域主義

いまその活動の内容に詳しく立入つている余裕を有しないので，E  C A  F  E の最速の経済年報 

(Economic Survey of Asia and the Far East. 1970. Part ID  が，こ の 地 域 協 力 の 最 近 の 動 向 に  

ついて与えている概括的な解説と評価の要点を，しばらく紹介しておきたい。 '
そ ン で は ま十*⑴地域ベースないし小地域ベースでの地域協力伴制の効果が指摘される。すなわち， 

「発展途上E C A F E 諸国の直面する問題のいくつかは，地域的および小地域的協力を増進するこ 

とにょつて解消することができょう。例えば貿易自由化，商品協定，開発計画の調整といつた諸措 

置は，国内市場の狭小問題を打開し，あるいは特化の増進と腺の経済の達成を可能にして生産効 

率を高めるから，個々の国の瞧努力を大いに助成しうる。経職力増進がとりわ咖感されるの 

は，経済規模が相対的に小さい諸国である。発展途上E C A F E 諸国には，協力によつて良い結果

をもたらす分野がたくさんある」と。

かく 1 てすでに触れたごとく，とりわけこの地域の弱小な発展途上諸国にとつては，国内市場を 

超える共同広域市場の戯と，経 済 酿 の 駄 に よ つて，滅利益の向上，換言すればナシヨナル，

イリキレストと共に，リージ.ヨナル• 'イ.ンテレストの確保が約東.される箸である。 '

次いで同経済年報は，⑵既述のアジア経済協力閣僚会議の活動内容にも若干論及して，次の点を 

明らかにしている。「1 9 6 8年 12月にバンコクで開催された第3 回アジア経済協力閣僚会議では，総 

合的地域協力戦略がうち出された。この戦略は，質易の拡大を経済成長と社会開発め手段でぁると 

共に，その最終的結果であるとして，地域協力の諸@標に直接寄与する相互依存的な部門別行動計 

兩を策定すべきことを強調した。 その後質易および通貨面の協力計画ではf なりの進展がみられ 

た」 レしさ ら に 19TO年 1 2 月力ブールで開かれた第4 回アジア経済協力閣僚理事会で採択された 

「アジアの経済協力と開発に関する力ブ- ル宣言」の内容について，「力ブ- ル宣言では，アジア清 

算同盟案を検討 • 協議するための準備委員会「地域貿易拡大計画を討議し，今後の行神を話し合5  
.ための政府間委員会， およびアジア準備銀行を設立するための政府間委員会なとを設置す'るしと■力

. . . • .  . へで . . . .
決.定された」と報じているO

その後の現実の経過において，上記の決定にしたがい，アジア清算同盟に関する準備委員会は’ 
1971年 3 月，1 5か国の参加をえて開催され，その成果としての本同盟設立協定案か，各国政府にお 

いて検忡である。また質職大に関する政府間会謙も應年 11月に開かれ，なお事務局を中心に

そのスキームを討議中と伝えられる。 ,
さらに同経済华報は，⑶商品別ないし小地域別の共同体の形成の現況と効果を評価し， 「本地域 

が- 体となつて締結した包括的な経済協力協定というものはまだないが，各種の取極めが具体的な

外務猫7 ジア地域協力研究会編 「アジアの経済協力圆J (H本国際問題研究所刊）5 3頁。なおECAFEの事業につ

( 8 ) 丨1木^ 力フェ協会訳「贫{ 2 次丨職10年におけるェカフ：̂地域の細■ 廳 （H完) 」(調 擴 糊 報 顧 年 11月可) 
32〜3低 酿 は  U.N., Economic Survey of Asia and the Far E ast 1970. Part II: I，Probl嘯  and P a p ee te  of
the Ecafc Region in the Second Development Decade, p p .132〜133,'
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形ですでiとはじめられてきていることは喜ばしいJ と前置きして，いくつかの商品別共同体つまり 

セク.Ifウ专ル、.インテグレイションの事例を挙げている6 ,  ‘

その 1 は，セイロシ，インド，インドネシア，マ レ ” シア，フィリピンおよびタイめ6 つの域内 

主要a ロナット生産国の間で > 1969年 7 月に結成された「アジア . ココナット共同体j であり，そ 

の 2 は1971年 4 月，インド，インドネシア，マレーシアの3 国間で成立した「こしょう共同体j で 

ある。またその外にも茶について，「インド •.セイロン茶コソソーシアムj も締結きれている。

とこで同経済年報は, この地域における小地域経済集団として，既掲のA S E A N とR C D を举 

げ， ま た rインドネシア• パキスタン経済文化協力協定」や， インド， アラブ連合， ユーゴ間の 

「貿易拡大 • 経済協力協定」にも言及しでいる。 しかしA S  E A N を除いて. 他の 3 者は域外国を 

含むか, あるいは2 国間め協定に過ぎないので',ここでは純粋にプジア地域内部における小地域集 

询であり，多くの問題を孕みながらも，もし順調に進展しうれば，この地域で将来を期待しうる経 

済 タ ル ー プ と A S  E A N の実態と動向について，とくに次節において考察をめぐらしてみた

い。 パ ' ' . . . . ' . . . . : ' ' .  . - ：

それに先立って，上に紹介してきたE C A F E 経済年報が，その項の末尾に，次の要約を与えて 

いることは，十分首肯しうるところであろう。

「以上述べたどころがら特化と投資• 生産計画の調整についての合意，貿易の選択的自由化と支 

払い取極めなどを通じて，発展途上E C： A F  E 地域では，多数国間の経済協力がすでに順調にスタ 

ートしていることがわかるであろう。これまでのところE C A F E 域内相互間でも，また域外との 

間の協力でも，小地域ベースの協力の方が優勢である。歴史的 , 文化的；政治的結びつきが，小地 

域敢極め6 碍耷にある役割を果してきたからである。……中略……第 2 次国連開発の10年において, 
B C A F  E 諸国同士が，: 積極的な実のある経済協力にの々出す態勢は，すでに整っているのであ 

る0j .
■ i .. '  ■.  . . . .  ' ... 1 . -

: 3. A S E A N の 実 態 と 動 向

もっとも，前節での.指摘にも拘らず，アジア地域において，その全地域を包含するような包括的 

な経済機構の設立が, 全ぐ試みられなかったわけではない。いま•よりほぼ10年前 , . やは D E C A F  
E 祺務局の勧告によってE C A F E 加盤の全アジア諸国をメムバーとするアジア経済協力機梆 

( 0  A E C ) の樹立が企図された。インド，タイ，日本の3 国から選出された3 人の委貞が，アジア 

諸国を歴訪して説得工作を行ない，一時はかなり具体化の機運を示したが，結局は実现をみずに終

つた 0 ■ ' ' . . .て..、
この構想はいわゆるアンプレラ方式とよばれ，低開発状態に停滞を続けるアジア諸国をいわば1
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つの大きな傘のもとに糾合して，，相互間の連帯感と協議の機会を増そうという極めて初歩的なゆる 

い結合の具現を期したものであった。しかしなお当時の段階において， 1 つにはアジア諸国相互の 

間での信頼感が薄かったことと， 2 つには，アジア諸国のみによる集団の形成について，E C A F  
E 加盤の域外先進諸国に対する気_ ねから，時期尚早として見送られたというのか具相のことくで

ぁる。 ' ，

その後，この構想や類似の運動が，アジア地域においてすベて無視されたわけではないo しかし 

地理的に広大な地域に，歴史的，文化的条件のみならず，政治的，'経済的条件を異にする多様な固 

々の存在するこの地域では，むしろサブ • リージョナルないしはセダトウラル• インテグレイシ3 
ンへの道を求めることの方が, 比較的容易であり，かつより有効であると考えられるようになった。

その成果の一部が，前節に挙げたいくつかの商品別共同体であり，また小地域経済集団である。 

したがって，それらの外にも，会議，委員会 , 機構 , 速合，センター等々の形式でいくつかの組織 

が発足しており，とくに日本の提唱で設けられた東南アジア開発閣僚会議や’韓国の提案で成立し 

たアジア太平洋協議会（A S P AC ) などの活動は，注 0 に値するし，また地域的な国際機関として 

のアジア開発銀行（A D B ) の役割も軽視されてはならない。

しかしながら，これらの諸組織のなかで，純粋にアジア諸国の創意を基礎として構成され，これ 

までの活動の実績はともかくとして，すでに一言したごとく，その順調な進展が確保される場合に 

は 将 来 ，とくに東南アジアの中核地帯において，相当有力な経済集団となりうると期待されるA 
S E A N の結成とその進Mの方向に注目しておきたい。

A S  E A N の前身とみなされる東南アジア連合（A S A ) は，1961年 7 月，当時のラ一マン.マレ 

— シア首相の提唱により，マ 1/一 シア，フィリピン’ タイの3 か国の間で成立した。しかしA S A 
は，夙に反共防壁構築の意味で設立されていた東南アジア条約機構（S E A T O ) ほどではないとし 

ても，なお多分に政治的な結合としての意味をもっていた。

ところで，当時の東南アジア—国にとっては，こうした政治的な意味をもつ結合よりも，実は小 

地域ベースであっても，より多く経済的な相互協力の内容をもつ共同組織の樹立が，必要だったの 

である。

A S A はその镁，サバ請求権問題をめぐるマレーシア，フィリピンの対立により_ 突上ぞの活動 

か停止した。. 加えてマレーシアからの、シンガポールの分離は，この地域の分裂化傾向を促進す.るか 

にみられた。

冬れとの関速において，イ ン ドネシアの政変後，マリク外相によって提案されたマ フ ィ リン ド構 

想> マ レーシア， フィリピン，•インドネシアを結ぶ相互経済協力を根幹とした小地域経済集団の 

形成—— の挫折は，この地域の経済発展の将来に， 1 つの暗影を投じたかにみられた。

こうしたいわば試行錯誤の後に, インドネシア，マレーシア，フイリピシ，シンガポール，タイ

8 (292)
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の朿南アジア5 か国の参加を’得て，1967年 8 月に自主的に結成されたのが，A S  E A N に外ならな

い。 、

このA S E A N は，当初から軍事的色彩を排除して，経済協力を主体とずる地域機構として成立 

した。その目的とするところは，

( 1 ) 東南アジアの地域協力の促進。

⑵外国の干渉から域内諸国の安全と安定を守る。

( 3 ) 経済，社会，文化，技術，科学，教育，職業行政の諸分野での相互援助を図ることにある。

その機構としては，加盟各国の外相によって構成される閣僚会議のほか，常任委員会，常設委員 

会，アドホ.ック委員会および各国の国内事務局がある。各種の共同事業を遂行する機関としての常 

設委員会は，政府関係者と各分野の専門家によって組織され，現在まで商工，観光，海運，食 糧 生 . 
産，民間航空，運輪通信，マスメディア，科 学 . 技術，財政および通信 • 航 空 • 気象の10部門にづ 

いて構成され，各分野の相当細目にわたる問題についての協議と企画の実施を進めてきている。

最高機関としての閣僚会議は，その後第2 回を1968年 （ジャカルタ），第 3 回ゼ1969年 （クアラルン 

プール)，第 4 回を71年 3 月 （マニラ）に開催したが，ことに第3 回閲僚会議以来各種のプロジェクト 

作成を積極的に進め，またこの会議で，加盟各国がそれぞれ10 0万ドルを拠出して,共同事業推進 

のためのA S E A N 基金の設立を決めたことは，その金額の多寡は別として,加盟国相互間におけ 

る速帯性の向上を証明するものとして，注目を惹いた。

そのことから，第 3 回閣僚会議以降, A S E . A N の活動は漸ぐ軌道に乗り，ことに1 ^ 1年 3 月の 

第 4 回会議を経て，A S  E A N も 「離陸j した感があるとの評価も，一部では与えられている。

しかしながら反面では，A S E A N は，頻繁な会議や委員会の開憚を通じて，種々の取極めや申 

合せを行なっているにも拘らず，.現実には，あまり実質的な効果を挙げていないとの批判も続いて 

いる。

こうした経緯のなかで，昨年の11月末にA S E A N  5 か国が，クアラルンプールで通常の閣僚会 

議とは別筒の外相会議を開き，「東南アジア中立化宣言j を採択 • 発表したごとは注目に値する。

この中立化の構想は，すでに1965年以来，マレーシアを中心に提出せられていたが，昨年 7 月の 

ニクソン大統領の訪中決定の発表や，昨秋め'中国の国連加盟の実現に加えて，イギリス取のアジア 

地域からの撤退の進渉等が直接の刺戟となって， 1 つには，こめ地域をめぐる諸犬国の利害の錯綜 

から自らを守り， 2 つには，中立化と地域協力の促進を通じて相互利益の確保を0 指 し た も の と 解 ' 
される。

かくしてそめ主文は，「來南アジアを域外諸国によるいかなる形態あるいは方法による干渉もう

注（9 ) 前掲「アジナの地域協力機措」29莨。

( 1 0 ) 前掲「_ 際間® 資料86j 20頁。

■-----  9 (,293) -------
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けない乎和, . 自由，中立の地域として承認し尊重せしめるべく必要な努力をまず行なうことを決意 

した」と強調し, また「東南アジア諸国の力，団結およびよりいっそうの友好関係に貢献する協力 

の領域を拡大するため，なおいっそう努力するj 旨を明らかにしている。

それはなお内容としてはかなり抽象なものでI り，決のステップとしては，その措置を研究す- 
るための特別委員会の設置と， この中立化宣言を確固たるものにするために，1972年の3 月に，マ 

ニラで5 か国首脳会談を開くことが予定された。ただし実際には,その後の米中関係の進展の影響 

もあって，この首脳会談は延期を余儀なくされた。 ’

しかしその-具体的内容の肉付けの方向はともかくとして，この段階において，A S E A N が，こ 

の中立化宣言の発表に漕ぎつけたことは，一面では，これまで経済文化面での協力に重点をおいて 

きた趨勢を超えて，政治的協力の必要性をも強く認識したことを現わし，また他面では’，その対象 

領域を5 か国を中心としながら隣接諸国へも参加の途を開き，（例えばビルマやインド'ンナ諸国）東南 

アジアのとの地帯を，この地域K おけるいわば政治上，経済上の安定基地として脊成しようとする， 

換言すれば小規模ながら，第三世界の母胎作りの意義をもつものと解される。

いずれにしても，これを1 つの契機として，A S E A N 諸国の間に，いっそうの連帯感と協力意 

識が強化されたことを否めない。いうまでもなく，これら5 か国の内部および相互の間で，いまな 

お人種問題，言語問題，宗教問題を含めて，いわゆる複合経済• 社会の諸要素が,根強く残存して 

いることは明らかである。

しかしこうした内外の摩擦要因を克服しつつ，とくに対外政治• 経済の局面において，大同団結

への方向を探求していくことは，弱小な発展途上諸国にとって，将来の発展のための大道であるこ• - . . ■ ；

.とを力説しておきたい。A S E A N は，正しくアジア地域におけるこの方向に則.した1 つの大きな 

トライアルとみられるのであり，その円滑な進展を期待すると同時に，日羋を含めて域内外の諸国 

についても，その成長を助成するような寛容な態度の保持が望まれる。

けだしA S E A N を中核とするこの地帯の安定なくして，全アジア地域の安全の確保は難かしい 

と想矩せられるからであり，またこの地带の安定と平和の保持は，広く世界のそれに寄与すると考 

，えられるからである。

4. A S E A N と 新 O A E C の二重構造  .

すでに一言したごとく，A S E A N による「東南アジア中立化宣言j は，，现在にいたる経過にお 

いて, 必ずしも順調な具体化の経路を進んでいない節が虑出される。というのは，との構想の実现 

のためには，アメリカ，ソ速，中国の3 大国の保証をえることが条件とされてお,り，このうちソ述 

と中国は一応非公式に同桃想に赞意を表したが，アメリカはいまだ公式な反応を系していない。そ
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して過般の米• 中会談の影響についても，a s e a n _ o なかで，⑴それがこの中立化構想の支 

持に役立つとの楽観論もあれば，⑵米 • ホの接近が逆にソ連を繊して，ソ連の態度を■させる 

のではないかという見解もあり，さらにまた⑶もともとこの中立化構輝の一而は,対中国対策の意味 

をもっので，巾国は必ずしもこの麵 i 支持しなぃ可能性もあるとの， b 細が混在してぃる〜 

しかし細で，A S E A N は，A S E A N としての対E C 接近—t 作を開始し，その内部にE C み 

定 期臓を f j うためめ常任委員会の設置を決めたと•報ぜられている。その目標は根本的には，従来 

の政治上• 経済上しばしば過度とみられた米日への依存性に反• を加え，e  Cへの接近を啤じて 

1 つには，国際政治め第3 の極であるE C との連携の強化f cょって，こめ地域での米，中, ソ，日 

とめP日1での政治的均衡を図ろうという細が窺われる。 2 つには，ょり直麵に，E C への-次產 

品め輸出拡大と，アジアに対するE C の差別政策の鈿除を要請するものとみんれる。

A S E A N か，一方において，その内部の意思統一のために，なお努力を必要としながら，他方 

において，早くも統一的な対外折衝着手し始めたことは，留意に値しょう。けだしこのょうな鉱 

織体の強化めためには，- 面において，地道な相$ 経済協力の積み■:ねが有効であると.共に,他而 

において，対外接触面での統一行動の必要が，直接的な刺戟となる場合が多いからである。

恐らぐ今後の経過において，A S E A N の動向は，ひとりアジア地域fcおいてのみならず広 /  
世界の関心の的となりうるであろう。さきのA S E A N のE C 接近工作に対応して,早くもわが国 

では，⑴日本とA S E A N との間に，できれば閣僚級の定期協議機関を常設するとか，⑵アジア開 

発銀行内部または独立の雛1として，A S E A N 基金を設け，A S E A N .諸国の開発に協力するな 

どを骨子とする具体策の検討を始めたと，新 聞 は 報 道 し て し ' ， '
政治的•経済的•文化的になお多ぐの難点を蔵するA 自E A N の発展の前途を，楽観的にのみみる 

ととは許されないであろう。しかしA S E A N を構成する5 か国のうち，ィンドネシアを除く他の 

4 か国は，少くともこれまでの経過において，比較的順調に経済発展を進めてきた国々である。そ 

の表現の是非はとも角として，これら4 国はしばしば東南アジアの優等生国として評価されてきた。 

インドネシアもまたスハルト体制の下で，地道な経済開発事業ととり組むことによつて，最近漸く 

経済発展の軌道にのり入れてきたといわれる。ことにこの国のもつ豊富な潜在的資源力は，予てか 

ら世界の関心を集めている。

しかもこれらの国々の従来の順調な経済発展の根拠に関してゆ, 取直にいって，多分ド⑴アメ 

リカを中心とする审4s：• 経済援助の導入，さらにはベトナム特需の悤恵に均鹡し，また，⑵これら 

の国々が，原則として自由企業原則を採用して，比較的外国からの民間ベースの資本•技術協力の 

導入に積極的であったことを挙げることがで会る。.
しかるにすでに触れた米中会談を軸とする国際政治局而の流動的な変化は，アジア地域においで• ———     —    - .. "•

注 ( 1 1 ) 侮口新間，昭和47印 2 J:j 6 日号所歌。
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' 南北問題め進展とアジアの地域主義

. . . .  ,
も新たな情勢の展開を予想せしめるに足り，この環境の下で，A  S E  A N . もまた1 つの転機に遭遇 

しつつあるとみて差支えない。

その際A S  E A N 諸国に望まれることは，その結柬の強化であり，そのためにはそれぞれが.自巧 

努力の推進を図ると共に，相互協力の拡充にいっそうの努力をふり向けることである。具体的f ■は 

既存の委員会や下部組織を有効に動員することによって，各分野について，全体としての相馬調整 

作業を促進することが肝要である。 •
その調整作業の重点は，域内貿易の自由化と共同エ_ 計画の樹立におかれることが望ましい。こ 

の点に関速して，既掲の 「e  C A F E 経済年報j は，そ の 「工業戦略」の項におV て* A  S 写A N  
諸国を含む発展途上E C A F  E 諸国全体’について, 次のごとき首肯すべき示唆を与えている。すな

ゎち， ‘
「発展途上E C A  F  E 諸国としては，第 2 次国連開発の' 1 0年において，地域べ一スないL 小地域 

ベースでの貿易自由化の促進に互いに協力すべきである。国内市場の狭さが急速な工業発興の箪大 

な阻害要因となっている比較的国土の狭小な諸国の場合は，相互間の経済協力強化の必要性かとり 

わけ痛感されるわけである。貿易自由化と共同工業計画とは，特化の増進と稀少資源の効率的侠用 

を通じて，発展途上E C A F E 諸国の生産効率の改善に大きく寄与するであ,ろう」と。

クーしてその1 つのテスト . ケースとして，この小地域ベースでのいわゆる「開発共同体」の典型 

と し て A S E A N を確立することが望まれるのである。しかもさらに進んで，すでに指摘したv  
レく A S E A N をアジア地域におけるいわば中核地帯として，換言すれば，この地域の政治上， 

経済上の安定基地として育成すべきという観点からすれば，そこに民族主義と地域主義の融合さら 

にこれらと国際主義の調和が成り立つような1 つの枠組みの構成を考えてみることも一策と思わ-む 

る。それらはより具体的には，民族自決主義ど地域協力と^>調和，そしてこれを場とする国際協,調 

の実現というふうにも表現できる。 ， 、，

その場合，中核地帯としてのA S E A N については，すでに一言したごとくベ域内貧易自由化と共 

同工業計画の実施を内容とする相当強固な結合体としての成立を期する。そして文字通りこれを内 

核部として，その外周円に，その他のアジア諸国をメムバ一とする弛やかな協力組織として，断(こ 

なアジア経済協力機構（O A E C ) の設立を企図する形で，つまりその意味でのニ 

道構造の構成を考慮するのである。

そしてこうしたニ-Blの組織を通じて，域外諸国との交渉に当り，またとくに経 

済交流の拡充に努める方式である。

ASKAN もとよりこの稱図によって，すべてが円滑に進妙するとは考えられない。例え.  '  . ■
注( 1 2 )前揭「調祀削■ 報J 1971ィ丨:11ルり％ 2喷 。

说典は U,N‘，Economic Survey of Asia and the Far East, 1970‘ p. 129,
.—— 12(挪 ）一-~•
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南北問題の進展とアジアの地域主義

ばA S E A N 内部においても，，マレーシアに代表的にみられるように，人種問題の解決の前途は楽 

観を許さない。まして中国との経済• 文化交流の開始により，この地域の華商の動静は,重要な課 

題の 1 つとなるであろう。

しかしA S  E A N 所属め各国とも，それぞれ独立国としての体制を保持する以上は，各国内での  ̂
民族の融和に専念すると共に, また逆にこの国内華商のルートを利用して，中国との友好•通商関 

係の打開もできる箸である。

要は一国としての国家的独立を保持し，且つ相互の主権尊重の原則を守りながら，民族的には域 

内全体としての融和工作を進め，それをまた域内相互協力の挺子として活用することが望ましい。

そして若しA S E A N が， 1 つの強固な統合体としての形成に成功し，これをとり巻くアジア諸 

国の間での連携関係が緊密化すれば，恐らくア’ジアは1 つの強大な経済圏を構成することとなろう。 

もちろんそれは嘗てのブロック絰済とは本質を異にし，封鎮体制をとるものではないから，外部の 

E C 経済圏，アメリカ経済圏，ソ連経済圏等とも，自由な経済交流を進むべき性質のものである。

この場合，前記の構図によれば，日本も中国も，薪 O A E . C のメムバーとして，外周円の部分に 

位匱することになる。その弛やかな協力機構のなかで，相互貿易拡大の実績を挙げることができる 

であろうし，A S E A N の開発に対しては， 各個別に実行することも， また日中が共同して， 資 

本 . 技術協力を提供することも可能となろう。反面，域外の諸国に対しては，このアジアの協力機 

構を背景として，域内の国々は，相当にその交渉力を高めることができる箸である。 ，

その際，E C A F E は，アジア地域における地域協力促進のための推進役，仲介役としての役割 

を続けると共に，時にはその監視役としての機能をも果すことになろう。 '
さきにも蝕れたごとく， 4 月の第 3 回U N C T A D においては，世界の発展途上諸国は，国際通 

貨問題, 後発発展途上諸国問題, 先進諸国における新保護主義や地域主義の間題等に対して，相当 

強い反撥を試みてくるものと予想されている。アジアの先進大国としての日本の立場からいえば， 

アジアの良き協力者としての態度を明確にするためにも，大幅な実質的な援助の拡充を趣旨とする 

果断な方針を打出すことが肝要であろう。

〔付記〕 本稿の校正中, 新聞報道は，A S E A N の第5 回閣僚会議が4 月13,14の両日，シンガポールで開催さ 

れ，既掲の「東南7中立化構想jの具体化を；確認するとともに，ベトナム戦後の米中ソ三大国のuパワー. 
ゲーム" に生残るためには，A S E A N は政治的速合体へのr質的転換j を避けがたいとQ見方を伝えてい 

る。その方向はこれを充分納得できると思うし，その前途の難関を配慮しながらも，本稿の解明がその線に 

沿うものであることを知って，喜びとしている。 '

(経済学部教授）
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